
平素は, 一般社団法人中部地質調査業協会の事業活

動に多大なご理解とご協力を賜り, 誠にありがとうござい

ます。協会員一同, 心より御礼申し上げます。当協会は

愛知, 岐阜, 三重, 静岡の4県に拠点をもつ協会員で構成

されております。昨年の3月1日, 任意団体として発足し

てから57年目にして一般社団法人に移行しました。一般

社団法人としての事業活動を開始してから1年余り経過

したところですが, 今後とも社会に必要とされる協会とし

て歩み続ける所存であります。

さて, 最近の日本経済は景気回復基調が続いており, 

（一財）建設経済研究所による今年度の建設投資は, 名

目建設投資額が前年度並みの53兆円台を維持する予想

となっています。一方, 現在政府が推進する｢働き方改 

革｣について, 業界の現状を概観すると, 少子高齢化への

対応の遅れや他の産業に比べて労働時間が長いこと等, 

改革・改善が進んでいるとは言えません。このため, 若年

層の人材確保は今後も厳しい状況が予想されます。

国土交通省ではこのような問題に対して, ICT（情報通

信技術）を建設産業に取り込むことによって生産性の向

上を目指しています。建設産業の上流に位置する地質調

査業の業界団体としては, このような取り組みに貢献でき

る事が多々あります。例えば, 地盤情報の集積と効果的

活用があります。地盤情報を活用した地下空間の“見え

る化”として, 3Dモデリングによる可視化・解析・評価によ

り, 地盤に起因する事故の発生が低減できると考えてい

ます。これらを推進するため, 私たちの技術を日々発展さ

せ, 安全技術の確立に役立てたいと考えております。

また, 地盤に関するリスクを, 設計・施工段階で的確に

対策が講じられるよう, 地質調査技術者が現地合同調査

やこれまでの三者会議に参画するという試行が, 平成29

年度に設計業務20件, 工事において12件, 計32件実施

されました。結果は, 工法選定や品質確保等に効果が

あったとされ, 高い評価を得ることができました。

本機関誌66号の特集は「メンテナンス」としました。前

述の活動は, 今後ますます重要となる社会資本の長寿命

化に向けた維持管理という側面においても活用できるも

のであります。また, 特別寄稿では63号から中部地区の

大学の研究センターを紹介しておりますが, 本号では「三

重大学 地域圏防災・減災研究センター」といたしました。

その他, 協会員各社の技術向上を目的とした「中部ミニ

フォーラム2017」, 「常設委員会報告」, また毎年開催し

ていただいている「国土交通省中部地方整備局との意見

交換会」についてもお目通しいただければ幸いです（「土と

岩」のバックナンバーは協会ホームページにて閲覧でき

ます）。

脆弱で複雑な地質からなる日本の国土においては, 地

震や火山噴火, 加えて豪雨や台風等の自然災害が頻繁に

発生し, 地質リスクに起因する災害も散見される現状に

おいて, 私たちの果たすべき役割と責任は大きく, 次の世

代に技術を引き継いでいかなければなりません。協会員

一同, 引き続き技術革新や業務効率の改善に務め, 国民

が安全・安心に暮らせる国土形成のために, 地盤の専門

家としての重要な役割を担って参りますので, 今後ともよ

り一層のご支援, ご指導を賜りますようお願い申し上げま

す。

（一社）中部地質調査業協会
理事長 伊藤　重和
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